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第２次潟上市総合計画後期基本計画 

みんなで創るしあわせ実感都市潟潟上上 

～文化の風薫る 笑顔あふれるまち～ 

の実現に向けて 

 

基本目標１ 自然と共生する、環境保全都市 

 

 

政策１－１ 自然環境の保全 

 

［4.1.5 環境衛生費］ 

(１)環境教育事業（地域づくり課） ５９千円 

環境保全に対する意識の高揚や啓発を図るため、環境教育を推進する。 

・環境に関する標語の募集・表彰 

 

［4.1.5 環境衛生費］ 

(２)不法投棄対策事業（地域づくり課） ２２０千円 

市民の健康及び生活環境への被害を防止するため、不法投棄防止の啓発活動及び

不法投棄の監視・指導等に努める。 

・市内巡回パトロール・不法投棄物の適正処理 等 

 

［2.1.6 企画政策費］ 

(３)洋上風力発電関係事業（企画政策課） １４６千円 

洋上風力発電事業に係る地域貢献策等について、関係機関及び発電事業者との情

報共有を図る。 
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［4.1.5 環境衛生費］ 

(４)馬踏川アオコ対策事業（地域づくり課） １,０００千円 

アオコの遡上による住宅地での悪臭被害発生を防止するため、県と連携してアオ

コ対策を実施する。 

・県が実施するアオコ抑制装置の設置等に要する経費の一部を負担 

 

 

政策１－２ 循環型社会の形成 

 

［4.2.2 廃棄物対策費］ 

(１)ごみの減量化推進事業（地域づくり課） １０千円 

一般家庭から排出される生ごみの減量化等を図るため、家庭用生ごみ処理容器の

購入費の一部を助成する。 

・助成率等 購入費用×1/2（限度額５千円） 

 

［4.2.2 廃棄物対策費、4.2.3 クリーンセンター費、4.2.4 最終処分場費］ 

(２)ごみの適正処理推進事業（地域づくり課） ４５７,８９５千円 

循環型社会の形成を目指し、市内におけるごみの適正処理を推進する。 

①ごみ収集事業                 １１７,４４２千円 

ごみの収集運搬を実施するとともに、資源ごみの分別徹底を推進する。 

②クリーンセンター運営事業           ３２７,３５０千円 

ごみ焼却施設及び粗大ごみ処理施設の維持管理を実施する。 

③最終処分場運営事業               １３,１０３千円 

焼却処理後の残灰を適正に埋立処分する。 

 

［4.2.2 廃棄物対策費］ 

(３)ごみ処理広域化事業（地域づくり課） １，４３７千円 

ごみ処理の広域化・集約化を進めるため、ごみ処理施設整備や処理体制など最適

な広域化方式について専門コンサルタントに調査を委託し、その経費の一部を負

担する。 
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［4.2.5 し尿処理費］ 

(４)男鹿地区衛生処理一部事務組合負担金（地域づくり課） ８８,３５１千円 

し尿及び浄化槽汚泥の適正な処理を図るため、男鹿地区衛生センターの運営に要

する費用を負担する。
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基本目標２ 安全に過ごせる、安心居住都市 

 

 

政策２－１ 消防・防災対策の充実 

 

［9.1.2 災害対策費］ 

(１)【新規】Ｗｅｂハザードマップ作成事業（総務課） ４，０６４千円 

災害への対応力強化を図るため、津波・土砂災害等の警戒区域を記載したＷｅｂ

ハザードマップを作成する。 

 

［9.1.1 消防費］ 

(２)【新規】消火栓更新事業（総務課） ５,０５５千円 

火災に備えた消防体制を確保するため、消火栓の更新を行う。 

（一般会計で工事負担金を支出し、水道事業で更新工事を実施する） 

 

［9.1.1 消防費］ 

(３)小型動力ポンプ積載車購入事業（総務課） １７,１５７千円 

災害対応能力の向上を図るため、消防団車両の更新を行う。 

・小型動力ポンプ積載車３台更新（石油貯蔵施設立地対策等交付金対象事業） 

 

［9.1.1 消防費］ 

(４)男鹿地区消防一部事務組合負担金（総務課） ５５１,９０６千円 

 火災や災害に備えた消防・救急体制を整備するため、常備消防の経費を負担する。 

  ・対象地区 天王地区 

 

［9.1.1 消防費］ 

(５)湖東地区行政一部事務組合負担金（総務課） ３２２,７１０千円 

火災や災害に備えた消防・救急体制を整備するため、常備消防の経費を負担する。 

  ・対象地区 昭和地区・飯田川地区 
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［9.1.2 災害対策費］ 

(６)災害対策事業（総務課） ２,２３３千円 

災害に強いまちづくりの取組を推進するため、緊急時に備えた施設・備品管理等

を行う。 

①防災センター管理運営                           １,６５８千円 

 ②災害時用非常食備蓄                     ５７５千円 

 

［9.1.2 災害対策費］ 

(７)防災行政無線事業（総務課） ７,９０８千円 

緊急時の確実な市民への情報伝達を行うため、市内全域に整備している防災行政

無線の管理運営を行う。 

 

［8.3.1 河川砂防総務費］ 

(８)急傾斜地崩壊対策事業（都市建設課） ６,０００千円 

災害を未然に防ぐため、土砂災害等の危険がある法面の崩壊対策工事等を実施す

る。 

・実施主体 秋田県 

・実施地区 岩崎地区（飯田川） 

・負担割合 県 80％、市 20％ 

 

［8.5.1 建築住宅総務費］ 

(９)木造住宅耐震化推進事業（都市建設課） ４２０千円 

市内の住宅の耐震化率向上を図るため、市民が行う耐震診断及び耐震改修を支援

する。 

①木造住宅耐震診断委託                １２０千円 

・対象家屋 昭和 56 年以前建築の木造戸建住宅 

・補助率等 10/10（自己負担１万円） 

  ②木造住宅耐震改修補助金               ３００千円 

 ・対象家屋 昭和 56 年以前建築の木造戸建住宅  

 ・補助率等 対象経費×23％（限度額 30 万円） 
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［8.2.1 道路維持管理費］ 

(10)【新規】道路冠水対策備品整備事業（都市建設課） ５８,８６９千円 

激甚化・頻発化する大雨に伴う道路冠水被害の軽減を図り、早期の通行再開を可

能にし、災害への対応力を強化する。 

・可搬式排水ポンプシステム購入 

 

［8.2.1 道路維持費、8.2.2 道路新設改良費］ 

(11)道路等冠水対策事業（都市建設課） ８２,５３１千円 

降雨時における頻繁な道路冠水により通行に支障を来しているため、道路冠水の

軽減を目的に調査と工事を推進する。 

①排水施設設置工事                ４,１１６千円 

②法定外公共物維持管理              ９,０４０千円 

③道路排水処理等                ２９,９７５千円 

④浸透桝詳細設計等（出戸新町地区、上北野地区） ３２,４００千円 

⑤道路冠水対策概略設計（山神地区）        ７,０００千円 

 

 

政策２－２ 交通安全・防犯対策の充実 

 

［2.1.12 交通安全対策費］ 

(１)交通安全推進事業（地域づくり課） ３,１０５千円 

市民の交通安全に対する意識の高揚を図るため、警察や交通安全協会、交通指導

隊等の関係機関と協力しながら街頭指導や交通安全教室等を実施する。 

 ①交通指導隊員謝礼等            １,３５５千円 

②市交通安全協会補助金等         １,１５３千円 等 

 

［2.1.12 交通安全対策費］ 

(２)カーブミラー維持管理事業（地域づくり課） １,６９９千円 

 交通事故等を予防するため、破損したミラーの修繕や新規の設置を行う。 

①カーブミラー維持管理               １,２１５千円 

 ②カーブミラー新規設置工事              ４８４千円 等 
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［2.1.13 防犯対策費］ 

(３)防犯対策事業（地域づくり課） ４４,３３６千円 

防犯体制の強化を図るため、警察や防犯協会及び防犯指導隊等関係機関との連携

を密にするとともに、生活道路や通学路に設置されている防犯灯を管理する。 

 ①防犯灯維持管理                 ４２,４００千円 

②防犯灯新設工事                   ８００千円 

③防犯灯設置助成金                   ８０千円 

 ・補助対象 町内会等が設置する防犯灯 

 ・補助率等 対象工事費×1/2 

④防犯指導隊員謝礼等                 ４０９千円 等 

 

［4.1.5 環境衛生費］ 

(４)空き家対策事業（地域づくり課） １４，２６０千円 

空家等に関する施策を推進するため、空家等の実態調査の実施及び危険な空き家

の解体費用の一部を助成する。 

①空き家解体撤去補助金                 ５,０００千円 

・対象家屋 周囲に危険を及ぼすおそれがある空き家 

・補助率等 対象経費×1/2（限度額 50 万円） 

②空家等飛散防止対策                   ３６６千円 

③【新規】空家等対策計画策定に伴う空家等の実態調査等 ８,８９４千円 

 

［10.1.4 教育指導費］ 

(５)地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業（教育総務課） １３８千円 

学校及び通学路における子どもの安全確保を図るため、会議の開催やスクール 

ガード等の配置を実施する。 

・校内、学校周辺及び校区の巡回指導、見守り 

 ・学校の安全管理に係る指導及び助言 

 ・スクールガード（ボランティア）の育成 
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政策２－３ 消費者対策の充実 

 

［2.1.10 生活総務費］ 

(１)消費生活センター事業（地域づくり課） ２,１５６千円 

市民が安心・安全な消費生活を送ることができるよう、正しい情報の普及啓発や消

費生活相談を実施する。 

・消費生活相談員の配置（１人） 



- 9 - 

 

基本目標３ 便利に住まえる、快適空間都市 

 

 

政策３－１ 道路・交通網の充実 

 

［2.1.11 生活交通費］ 

(１)駅管理運営事業（地域づくり課） １１,１０５千円 

駅利用者の利便性向上を確保するため、市内各駅の管理運営に努める。 

 ・業務内容 発券、トイレ清掃 等 

 ・対 象 駅 出戸浜駅、上二田駅、二田駅、天王駅、大久保駅、羽後飯塚駅 

 

［2.1.11 生活交通費］ 

(２)生活バス路線等維持事業（地域づくり課） ６０,２３０千円 

地域内の生活交通を確保するため、マイタウンバス等の運行経費を補助する。 

 ①マイタウンバス運行費補助金       ５６,８１１千円 

 ②生活バス路線維持費補助金         ３,０５０千円 等 

 

［2.1.11 生活交通費］ 

(３)デマンド型乗合タクシー運行事業（地域づくり課） １,２２９千円 

交通弱者等の移動方法を確保するため、利用者の要望に応じて運行するデマンド

型乗合タクシーを委託する。 

 ・実施地区 株山、真形・草生土、荒長根 

 

［8.2.1 道路維持管理費］ 

(４)道路除排雪事業（都市建設課） １３６,９７１千円 

 冬期間の安全で快適な道路交通を確保するため、市道の除排雪を行う。 

 ・除排雪委託（業者委託、防雪板取付・撤去） 等 

 

［8.2.1 道路維持費］ 

(５)【新規】道路冠水対策備品整備事業（再掲）（都市建設課） ５８,８６９千円 

激甚化・頻発化する大雨に伴う道路冠水被害の軽減を図り、早期の通行再開を可

能にし、災害への対応力を強化する。 

・可搬式排水ポンプシステム購入
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［8.2.1 道路維持費］ 

(６)道路維持事業（都市建設課） ７１,１３１千円 

 安全で快適な道路交通を確保するため、市道の補修を実施する。 

①舗装維持補修（市内全域）            １２,０００千円 

②交通安全対策（市内全域）            １１,０００千円 

③局部維持補修（市内全域）             ５,０００千円 

④道路冠水対策（再掲）              ４３,１３１千円 

 

［8.2.2 道路新設改良費］ 

(７)道路改良・舗装修繕、道路冠水対策事業等（都市建設課） ４２７,５００千円 

安全で快適な道路交通を確保するため、市道の改良・舗装修繕等を実施する。 

①武利子澤白洲野樹園地１号線ほか２路線（現道拡幅)１９７,０００千円 

 ・事業延長 1.08km 

②二田追分線（歩道設置、現道拡幅）       １３３,２４９千円 

・事業延長 0.22km 

③千刈田中羽立線（舗装修繕）            ５０,０００千円 

・事業延長 0.82km 

④側溝整備                      ５,０００千円 

・事業箇所 上堤敷線等 

⑤道路冠水対策（再掲）               ３９,４００千円 等 

・事業箇所 出戸新町地区、上北野地区、山神地区 

 

［8.2.2 道路新設改良費］ 

(８)橋りょう長寿命化修繕事業（都市建設課） １００,０００千円 

 橋りょうの長寿命化を図るため、補修工事等を実施する。 

①思案橋（詳細設計）                 ８,０００千円 

・橋 長 20.8m 

②境田２号橋（補修）                ６９,０００千円 

・橋 長 20.0m 

③橋梁点検                     ２２,０００千円 等 

・事業箇所 102 橋 
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政策３－２ 都市環境の整備 

 

［2.5.2 地籍調査費］ 

(１)地籍調査事業（財政課） １９,１８６千円 

一筆ごとの土地の位置や境界、面積などを明確にするため、地籍図・地籍簿を整

備する。 

・実施地区 潟上市大字飯田川飯塚地区の一部(住宅密集地区) 

・対象範囲 0.36k ㎡ 950 筆（調査前筆数） 

 

［8.4.2 公園費］ 

(２)公園管理運営事業（都市建設課） ８５,２９１千円 

住民サービスの向上と経費の削減を図るため、直営管理のほか指定管理者制度に

より一部の公園を民間事業者等に委託する。 

【指定管理施設】 

鞍掛沼公園、追分地区公園、元木山公園、飯田川南公園、 

天王多目的健康広場、飯田川二荒山グラウンドゴルフ場、 

大久保駅前広場、天王漁業集落運動広場        計８か所 

 

［8.4.2 公園費］ 

(３)公園整備事業（都市建設課） ６,１６４千円 

公園の危険箇所の機能回復と利便性の向上により、安全に利用できるよう施設の

改修工事を行う。 

①鞍掛沼公園木橋補修              １,３４０千円 

②鞍掛沼公園看板改修              ３,６１４千円 

③山神児童公園フェンス改修           １,２１０千円 

 

［8.4.2 公園費］ 

(４)公園長寿命化事業（都市建設課） １０２,１１９千円 

公園の長寿命化を図るため、老朽化した箇所を改修する。 

①元木山公園改修              １０２,１１９千円 
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［8.5.1 建築住宅総務費］ 

(５)住宅リフォーム補助事業（都市建設課） ４,９００千円 

市内経済の活性化を図るとともに、市民が安全・安心で快適な生活を営むことが

できる居住環境の質の向上を図るため、住宅のリフォーム及び購入を支援する。 

・対象工事 住宅の増改築・リフォーム工事で、市内に事務所を置く建設業者等 

が施工するもの 

 ①②50 万円以上、③20 万円以上 

①子育て世帯 

・持ち家型 

補助対象 18 歳以下の子２人以上が同居している世帯 

補助率等 補助対象経費×2/10（限度額 20 万円） 

・中古住宅購入型 

 補助対象 18 歳以下の子１人以上が同居している世帯 

補助率等 補助対象経費×3/10（限度額 30 万円） 

②移住定住世帯 

・定着回帰型 

 補助対象 市外から移住した世帯 

補助率等 補助対象経費×2/10（限度額 20 万円） 

・中古住宅購入型 

補助対象 市外から移住した世帯 

補助率等 補助対象経費×3/10（限度額 30 万円） 

③災害復旧支援 

補助対象 自然災害により被災した住宅に居住する世帯 

補助率等 補助対象経費×1/10（限度額４万円） 

 

［8.5.2 住宅管理費］ 

(６)市営住宅維持管理事業（都市建設課） ３５,４８５千円 

入居者の安全性や良好な居住環境を確保するため、市営住宅の維持管理を行うと

ともに、市営住宅等長寿命化計画に基づいた長寿命化改修を行う。 

①市営住宅維持管理（13 か所）       ２１,６３２千円 

②山神南団地（屋根葺替）          １２,４９３千円 

③竜毛団地（内部改修）            １,３６０千円 

 



- 13 - 

 

政策３－３ 上下水道等の整備 

 

［水道事業会計］ 

(１)水道施設更新事業（上下水道課） ３５５,９４３千円 

上水道の安定供給を図るため、浄水場等の適正な維持管理と老朽化や自然災害へ

の備えとして計画的な更新・改修を行う。 

・昭和浄水場と関連施設に係る機械・電気設備更新 

令和６年度から令和７年度まで（継続費〈２ヶ年〉） 

・昭和浄水場取水ポンプ更新 

・出戸浄水場取水ポンプ更新 

・出戸浄水場次亜タンク更新 

・天王浄水場非常用発電機蓄電池更新 

 

［水道事業会計］ 

(２)水道管路更新事業（上下水道課） ８１,２００千円 

上水道の安定供給を図るため、配水管路の適正な維持管理と老朽化や自然災害へ

の備えとして計画的な更新・改修を行う。 

  ・基幹配水管路の更新（天王追分地区） 

 

 

政策３－４ 情報化社会の推進 

 

［1.1.1 議会費］ 

(１)【新規】議会用タブレット端末機器導入事業（議会事務局） ５,００１千円 

ペーパーレス化による経費節減及び情報伝達の迅速化を図るため、議会用タブレ

ット端末を導入する。 

 

［2.1.8 電子計算費］ 

(２)電算システム運営管理事業（総務課） ２８４,３４８千円 

電子計算システムやネットワーク機器の維持管理及び更新を行う。 

・自治体情報システム標準化対応分 １０７,７９６千円 等 
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［9.1.2 災害対策費］ 

(３)【新規】Ｗｅｂハザードマップ作成事業（再掲）（総務課） ４，０６４千円 

災害への対応力強化を図るため、津波・土砂災害等の警戒区域を記載したＷｅｂ

ハザードマップを作成する。 
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［2.1.4 会計管理費、2.2.2 賦課徴収費、2.3.1 戸籍住民基本台帳費、 

3.2.1 児童福祉総務費、3.3.1 生活保護総務費、4.1.3 母子保健費、8.5.2 住宅管理費、 

10.1.4 教育指導費、介護保険事業特別会計、水道事業会計］ 

(４)デジタル化の推進事業 ８３,３６０千円 

（会計課、税務課､市民課、社会福祉課、健康長寿課、子育て応援課、都市建設課、

教育総務課、上下水道課） 

行政の効率化及び市民の利便性向上を図るため、行政サービスのデジタル化を推

進する。 

①市税コンビニ・スマホ・クレジット納付事業     ２,６７０千円 

・市民の利便性向上のため、市税コンビニ・スマホ・クレジット納付を実施す

る。 

②市税等Ｗｅｂ口座振替受付サービス事業       １,５９８千円 

・市民の利便性向上のため、Ｗｅｂ口座振替受付サービスを実施する。 

③【新規】キャッシュレス決済導入事業        １,９３４千円 

 ・市民の利便性向上のため、各種証明書の発行手数料をクレジットカードや電

子マネーなどによるキャッシュレス決済を導入する。 

④マイナンバーカード普及促進事業          ５,４２５千円 

・マイナンバーカード普及促進のため、出張申請、出張申請サポートを実施す

る。 

⑤医療扶助のオンライン資格確認             ４９２千円 

・医療扶助のオンライン資格確認を実施する。 

⑥母子手帳アプリオンライン相談事業          １３２千円 

・外出が難しい妊産婦を支援するため、オンライン相談を実施する。 

⑦学校ＩＣＴ活用支援事業              ６,５９３千円 

・学校教育のデジタル化に対応するため、タブレット端末やデジタル教材を全

ての児童生徒が活用できる学習の推進を図る。 

⑧【新規】学校統合型校務支援システム運用事業   ６４,５１６千円 

学校で管理する各種名簿や教務、保健、勤怠に関する事務をシステム化するこ

とにより、セキュリティの強化と教職員の多忙軽減を図る。 
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基本目標４ 健やかに暮らす、健康福祉都市 

 

 

政策４－１ 市民の健康づくりの推進 

 

［4.1.1 保健衛生総務費］ 

(１)地域自殺対策強化事業（健康長寿課） ９９４千円 

誰も自殺に追い込まれることのない社会を実現するため、自殺予防のための広報

活動や相談事業等を行う。 

①ＳＯＳの出し方教育事業               １１０千円 

 ・対 象 市内小・中学校の児童・生徒 

・内 容 困難やストレスに直面した際に、周囲へ助けを求めることの必要性

やその方法、命の大切さを学ぶ講座を実施する。 

②弁護士による困りごと相談事業            ３６０千円 

 ・会 場 潟上市役所（月１回開催） 

③自殺予防活動費補助金                １００千円 

 ・補助先 潟上市自殺予防推進連絡会 

④【新規】心はればれゲートキーパー研修         １４千円 等 

・内 容 気づきや声かけにより、支援先へつなぐ役割を担うゲートキーパー

を養成する。 

 

［4.1.1 保健衛生総務費］ 

(２)救急医療等支援事業（健康長寿課） ２３,０５６千円 

地域の医療機能の確保と維持を図るため、救急医療等の不採算分野を担う公的病

院に対して、運営に要する経費を補助する。 

・補 助 先 秋田厚生医療センター 

 

［4.1.2 予防費］ 

(３)高齢者定期予防接種事業（健康長寿課） ７,２３２千円 

感染症の発生及びまん延を防止するため、予防接種費用の助成及び感染症予防意

識の向上に取り組む。 

・肺炎球菌ワクチン及び季節性インフルエンザワクチンの接種費を助成 
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［4.1.2 予防費］ 

(４)風しん予防接種事業（健康長寿課） ２,５８２千円 

風しん抗体検査を受診する費用を助成し、検査の結果抗体がなかった方に対して

は、予防接種費用を助成する。 

・対 象 昭和 37 年４月２日～昭和 54 年４月 1 日生まれの男性 

 

［4.1.2 予防費］ 

(５)【拡充】帯状疱疹ワクチン予防接種事業（健康長寿課） ４,８８７千円 

帯状疱疹の発症予防と、帯状疱疹発症後の後遺症予防や症状の軽減を図るため、 

帯状疱疹ワクチン予防接種(任意接種)の接種費用を助成する。 

・対 象 50 歳以上 

・助成額等 生 ワ ク チ ン ５千円（１人１回まで） 

不活化ワクチン ５千円（１人２回まで計 10 千円） 

・予定人数 587 人 
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［4.1.4 成人保健費］ 

(６)各種検診事業（健康長寿課） ３２,８３０千円 

がんの早期発見・早期治療によるがん死亡率の低下や健康寿命の延伸を図るため、

がん検診や健康診査等の受診勧奨及び受診体制の整備を行う。 

①胃がん検診助成事業                 ９０９千円 

  罹患率が上昇する年齢層の自己負担費用を助成 

  ・対象者等 51 歳、53 歳、55 歳、57 歳、59 歳 

胃エックス線検査 県 10/10（自己負担額相当分） 

胃内視鏡検査   県   1/2（自己負担額相当分） 

 ②新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業    ４８５千円 

  子宮頸がん検診及び乳がん検診の受診勧奨等を実施 

  ・対象者等 子宮頸がん 20 歳、31～35 歳の女性 

        乳がん   40 歳、42 歳、44 歳の女性 

        国 1/2 

  ③がん検診受診率向上推進事業            ２,１６３千円 

  子宮頸がん検診及び乳がん検診の自己負担費用を助成 

  ・対象者等 子宮頸がん 31～35 歳の女性 

        乳がん   42 歳、44 歳の女性 

        県 1/2（自己負担額相当分） 

 ④若年女性のためのがん検診受診促進事業        ８８１千円 

  子宮頸がん検診の自己負担費用を助成 

  ・対象者等 23 歳、25 歳、27 歳、29 歳の女性 

        県 10/10（自己負担額相当分） 

 ⑤各種がん検診事業                ２１,０１２千円 

  大腸がん検診・肺がん検診等 

 ⑥【拡充】集団レディース検診事業          ２,３５３千円 等 

  市内３か所で子宮頸がん検診及び乳がん検診の集団検診を実施 

  ・対象者等 子宮頸がん 20～39 歳の女性、40 歳以上の偶数年齢の女性 

        乳がん   40 歳以上の偶数年齢の女性 
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［4.1.4 成人保健費］ 

(７)健康増進事業（健康長寿課） ２,００４千円 

市民の健康保持・増進及び生活習慣病の予防、早期発見・早期治療につなげ、健

康寿命の延伸及び生活の質の向上を図るため、健康教育や健康相談、健康診査等

を実施する。 

 

［4.1.4 成人保健費］ 

(８)医療用補正具助成事業（健康長寿課） ５５０千円 

がん治療による精神的、経済的負担を軽減するため、医療用補正具の購入に要す

る費用の一部を助成する。 

・限度額等 県 1/2、ウィッグ３万円、乳房補正具２万円 

 

［4.1.4 成人保健費］ 

(９)国保特定健診等事業（健康長寿課） ３２,４０４千円 

糖尿病や高血圧症などの生活習慣病の早期発見と予備群の減少及び重症化予防の

ため、40 歳以上の潟上市国民健康保険加入者へ特定健診・特定保健指導等を実施

する。 

①特定健診                   ２６,６７６千円 

②【新規】生活習慣病重症化予防事業        ２,７４９千円 

生活習慣病（糖尿病、高血圧症、脂質異常症、慢性腎臓病）未治療者・治療中

断者に対して受診勧奨を行い、早期に医療につなげる。 

③【新規】歯科衛生士による健康教室           ３６千円 等 

歯の健康に関する知識の普及により疾病予防・早期治療につなげる。 

 

［4.1.4 成人保健費］ 

(10)後期高齢者健診等事業（健康長寿課） １６,２１７千円 

糖尿病・高血圧症・脂質異常症などの生活習慣病の早期発見や、重症化予防及び

口腔機能低下や肺炎等の疾病予防のため、後期高齢者医療制度加入者へ健康診査

を実施する。 

①後期高齢者健診                １２,８３３千円 

②歯科健診                      ５５０千円 等 
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［4.1.6 防災・健康拠点施設費］ 

(11)防災・健康拠点施設運営事業（健康長寿課） ３９,０１４千円 

市民の防災意識向上と健康寿命延伸を図るため、防災・健康拠点施設を運営する。 

 

 

政策４－２ 地域福祉の充実 

 

［3.1.1 社会福祉総務費］ 

(１)地域福祉推進事業（社会福祉課） ７５,００７千円 

住み慣れた地域で安心して暮らすことができるよう、関係団体と連携を図り、地

域社会を支える体制を強化するため、福祉団体の活動を支援する。 

①市社会福祉協議会運営費補助金          ６０,００１千円 

②市民生児童委員協議会補助金            ８,７００千円 

③屋内ゲートボール場施設維持管理費補助金      ４,４３９千円 等 

 

 

政策４－３ 高齢者福祉の充実 

 

［3.1.5 老人福祉費］ 

(１)高齢者の生きがい対策推進事業（健康長寿課） １２,２５４千円 

高齢者が生きがいをもって健康的に暮らすため、個々の経験を発揮して地域社会

に参加する取組を促進する。 

①老人クラブ補助金                 ６,４８９千円 

②シルバー人材センター補助金            ５,６６５千円 等 

 

［3.1.5 老人福祉費］ 

(２)プラザの湯管理運営（健康長寿課） ２０,８０２千円 

市民の公衆衛生の向上及び健康の増進、並びに福祉の向上に寄与するため、プラ

ザの湯の運営を委託する。 
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［3.1.5 老人福祉費］ 

(３)敬老祝い事業（健康長寿課） ５,９９５千円 

長寿を祝福し高齢者の福祉の増進を図るため、敬老祝い金等を支給する。 

①敬老祝い金事業                  ４,７４１千円 

 ・対象者 満 88 歳、満 99 歳、満 100 歳、満 101 歳以上 

②敬老記念品贈呈事業                  ９７７千円 等 

 ・対象者 満 80 歳 

 

［3.1.5 老人福祉費］ 

(４)在宅福祉事業（健康長寿課） ２１,４５５千円 

要援護高齢者やひとり暮らし高齢者が要介護状態になることを防ぐため、介護予

防サービスや生活支援サービスを提供する。 

①軽度生活援助事業                  １,７７３千円 

在宅のひとり暮らし高齢者等が自立した生活を継続するため、日常生活におけ

る軽度の支援(玄関から公道までの通路の雪よせ等)を行う。 

・委 託 先 市シルバー人材センター 

②緊急通報体制等整備事業               ２,６４０千円 

ひとり暮らし高齢者等が地域で安心して生活するため、緊急時に民間警備会社

へ連絡できる体制を整える。 

③寝具類等洗濯乾燥消毒サービス事業           ６９８千円 

寝具の衛生管理が困難な要援護高齢者の健康支援のため、洗濯乾燥等に係る費

用を助成する。 

・委 託 先 市社会福祉協議会 

④はり・きゅう・マッサージ療養助成事業         ８０６千円 等 

市民の健康保持及び福祉の増進に寄与するため、はり・きゅう・マッサージ療

養費を助成する。 

・対象者等 満 75 歳以上 1 回 1 千円助成 年度内 12 回限度 
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政策４－４ 障がい者福祉の充実 

 

［3.1.3 福祉医療給付費］ 

(１)福祉医療給付事業（社会福祉課） １４８,７２６千円 

高齢身体障害者及び重度心身障害(児)者の心身の健康の保持と生活の安定を図る

ため、医療費自己負担分を助成する。また、令和６年８月診療分から、精神障が

い者の一部を対象に加える。 

①福祉医療費                   １４７,００３千円 

 ・負担割合 県 1/2、市 1/2 

②事務費                       １,７２３千円 

 

［3.1.2 障害者福祉費］ 

(２)障害者自立支援給付事業（社会福祉課） ７６７,９０９千円 

障がい者等が地域で自立した生活を送るため、日常生活に必要な介護等の支援を

実施する。 

・負担割合 国 1/2、県 1/4、市 1/4 

 

［3.1.2 障害者福祉費］ 

(３)障害児通所給付事業（社会福祉課） ９１,９０６千円 

日常生活に必要な基本動作の習得、集団への適応に向けて、未就学児及び就学し

ている障がい児の訓練及び支援を実施する。 

 ・負担割合 国 1/2、県 1/4、市 1/4 

 

［3.1.2 障害者福祉費］ 

(４)地域生活支援事業（社会福祉課） １９,８３６千円 

住み慣れた地域で障がい者等が安心して暮らすため、国に基づいた各種事業を実

施する。 

・主な内容 日常生活用具の給付や重度身体障害者訪問入浴サービス 等 

・負担割合 国 1/2、県 1/4、市 1/4 
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［3.1.2 障害者福祉費］ 

(５)特別障害者・障害児福祉手当（社会福祉課） ２０,３１８千円 

精神または身体の重度の障害により日常生活において常時特別な介護を必要とす

る状態にある障害者の負担軽減を図るため手当を支給する。 

・負担割合 国 3/4、市 1/4 

 

［3.1.2 障害者福祉費］ 

(６)障害者医療給付費（社会福祉課） ３０,８７９千円 

更生医療・育成医療は、身体に障がいのある児・者に対し、その障がいを軽減す

るための効果が期待できる治療を行う。 

療養介護は、入院している障がい者に対し、機能訓練や医学的管理の下における

介護や日常生活上のケアを提供するため、必要な医療や支援を行う。 

・負担割合 国 1/2、県 1/4、市 1/4 

 

［3.1.2 障害者福祉費］ 

(７)その他障害者福祉の充実事業（社会福祉課） ６,１０３千円 

障がい者が住み慣れた地域で安心して暮らすことができるよう支援するため各種

障害サービスを提供する。 

①重度障害者タクシー券給付事業             ３４０千円 

外出支援の一環として、重度の障がい児・者に対し、タクシ－券として初乗り

料金分を１年間 10 枚助成する。 

・対象者 身体障害者手帳 １級・２級 療育手帳Ａ 精神障害者保健福祉手

帳１級等 

②相談支援事業（４か所）               １,９４４千円 

 障害児・者本人やその家族からの相談に応じ、必要な情報の提供や助言などを 

行う。 

③重度身体障害者（人工透析患者）通院費補助金     ２,２２０千円 等 

 人工透析（血液透析）を受けている方に通院加療に伴う負担の軽減を図るため、 

 交通費の一部を補助する。 

 ・対象者等 じん臓機能障害１級 自分や家族などの送迎で人工透析（血液透

析）の通院加療を月８回以上 
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政策４－５ 社会保障の充実 

 

［国民健康保険事業特別会計］ 

(１)国民健康保険事業（市民課） ３,１６２,７１２千円 

被保険者の医療費を負担するほか、疾病予防・早期発見のための保健事業を実施

する。 

①保険給付費 ２,３３７,９１６千円 

②保健事業費    ４３,１１１千円 等 

 

［後期高齢者医療特別会計］ 

(２)後期高齢者医療事業（市民課） ４３２,５７５千円 

後期高齢者医療制度に基づき、満 75 歳以上の高齢者の医療費を負担する。 

①後期高齢者医療広域連合負担金 ４０９,４６３千円 等 

 

［3.1.7 後期高齢者医療費］ 

(３)高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業（市民課） ５３０千円 

健康寿命の延伸を図るため、高齢者の保健事業と介護予防事業を一体的に行うこ

とで、高齢者の心身の多様な課題に対応するようきめ細やかな支援を実施する。 

 

［介護保険事業特別会計］ 

(４)介護保険事業（健康長寿課） ４,１２８,４７８千円 

介護保険法に基づき、介護サービスや介護予防サービスにかかる費用を負担する。 

①保険給付費   ３,８８７,２９８千円 

②地域支援事業費  １５２,３１４千円 等 

 

［3.4.1 国民年金事務費］ 

(５)国民年金制度啓発・相談事業（市民課） ７４千円 

国民年金制度の加入促進を図るため、広報誌や窓口業務における啓発活動、日本

年金機構・年金事務所と連携した相談業務を実施する。 
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［3.3.2 扶助費］ 

(６)生活保護費給付事業（社会福祉課） ８２２,１２９千円 

国が定める基準に基づき、生活に困窮する程度に応じて必要な経費を扶助する。 

・負担割合 国 3/4、市 1/4 

 

［3.3.2 扶助費］ 

(７)中国残留邦人生活支援事業（社会福祉課） １,１１６千円 

国が定める基準に基づき、中国残留邦人等が安心して生活していくための生活支

援をする。 

 

［3.3.1 生活保護総務費］ 

(８)生活保護適正実施推進事業（社会福祉課） ４,２５９千円 

生活保護事業を適正に運営するため、被保護者の就労支援、健康管理支援及び医

療扶助の適正化を推進する。 

①被保護者就労支援事業                 ２,２２９千円 

被保護者の就労を支援するため、被保護者からの相談に応じ、情報提供及び助

言を実施する。 

・負担割合 国 3/4、市 1/4 

②被保護者健康管理支援事業              １,０９０千円 

被保護者の生活習慣病の発症、重症化の予防のため、被保護者のレセプト及び

健診データを分析し、指導を実施する。 

・負担割合 国 3/4、市 1/4 

③医療扶助適正化事業                   ４３０千円 

医療扶助を適正に運営するため、被保護者のレセプトの審査、点検を実施する。 

・負担割合 国 3/4、市 1/4 
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［3.3.3 生活困窮者自立支援費］ 

(９)生活困窮者自立支援事業（社会福祉課） １１,４５３千円 

生活保護に至る前の段階の方々の自立を支援するため、相談者が抱えている問題

の解決に向けた支援をする。  

①生活困窮者自立支援事業              ４,７８８千円 

自立支援相談員を配置し、自立した生活を営めるようにするため相談者の抱え

ている問題の解決に向けた支援を図る。 

・負担割合 国 3/4、市 1/4 

②住居確保給付金                   ２６４千円 

離職等により収入が減少し住居を喪失する恐れのある方の住まいを確保するた

め、給付金を支給する。 

・負担割合 国 3/4、市 1/4 

③子どもの学習、生活支援事業            ４,６９４千円 

貧困の連鎖を断ち切るため、生活困窮世帯の中学生に対し必要な居場所づくり

と必要な学習の場を提供する。 

・負担割合 国 1/2、市 1/2 

④家計改善支援事業                  １４２千円 

生活困窮からの脱却と予防を図るため、ファイナンシャルプランナーが個々の

状況に応じてファイナンシャルプラン（資金計画）を作成する。 

・負担割合 国 2/3、市 1/3 

⑤【新規】就労準備支援事業             １,５３４千円 等  

 就労に向けた準備が整っていない方が就労活動の開始から段階を踏んで一般就

労につなげるため、必要と思われる各種プログラムを実施する。  

・負担割合 国 2/3、市 1/3 
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基本目標５ 活力あふれる、田園拠点都市 

 

 

政策５－１ 農林水産業の振興 

 

［6.1.3 農業振興費］ 

(１)農業生産振興事業（農林水産振興課） １７,０２１千円 

農作物の生産性及び品質の向上を図るため、機械・施設の導入、病害虫防除の取

組を支援する。 

①稼げる力！農業生産体制強化応援事業費補助金     ２,５００千円 

若手農業者の就農定着や認定農業者へのステップアップを図るため、生産体制

の強化や経営拡大に向けた機械・施設の導入を支援する。 

・実施主体 新規就農者または申請時の年齢が 60 歳未満の農業者 

・補助率等 3/10（限度額 300 万円） 

②夢ある園芸産地創造事業費補助金          １１,０４１千円 

戦略作物等の産地化と収益性の高い農業経営の確立を図るため、その実現に必

要な機械・施設の導入を支援する。 

・実施主体 認定農業者、新規就農者等 

・補助率等 県 1/3、市 1/10 

③市病害虫防除協議会補助金              ２,８００千円 

病害虫による農作物被害の防止軽減を推進するため、市病害虫防除協議会の活

動を支援する。 

・実施主体 市病害虫防除協議会 

④転作大豆振興対策費助成金                ６８０千円 

市の重点作物である大豆の品質向上を促進させるため、効果的な病害虫防除の

取組を支援する。 

・補助率等 転作(団地化) 200 円以内/10ａ 
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［6.1.3 農業振興費］ 

(２)担い手の育成・確保事業（農林水産振興課） ２２,００４千円 

産地間競争に耐えられる経営体を育成するため、国の農業構造改革に対応した支

援をする。 

  ①【新規】経営発展支援事業費補助金         １３,９０９千円 

新規就農者の就農後の経営発展のため、必要な機械・施設の導入を支援する。 

・対 象 者 新規就農者 

・補助率等 国 1/2、県 1/4 

②【新規】農業経営確保・育成支援事業費補助金       ３００千円 

農業法人の確保・育成を図るため、設立間もない農業法人の活動経費等を支援

する。 

・対 象 者 設立間もない農業法人  

・補助率等 上限 30 万円 

  ③【新規】秋田アグリフロンティア育成研修事業費補助金  ９００千円 

   研修活動を奨励するため、秋田アグリフロンティア育成研修生を支援する。 

・補助率等 １人あたり月額 ７万５千円 県 7/10、市 3/10 

④ドローンオペレーター育成費補助金           ５００千円 

農作業の省力化や低コスト化を推進するため、ドローン操作の資格の取得を支

援する。 

・補助率等 2/5（限度額 10 万円） 

⑤農業次世代人材投資事業費補助金           ６,０００千円 

就農定着と経営の確立を図るため、新規就農者を支援する。 

・対 象 者 認定新規就農者（就農時 49 歳以下） 

・補助率等 定額(150 万円)、最長３年間 

⑥認定農業者協議会組織育成費補助金           ３００千円 等 

認定農業者協議会の活動を支援する。  
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［6.1.3 農業振興費］ 

(３)水田振興事業（農林水産振興課） １６,２５７千円 

食糧自給率の向上を図るため、飼料用米・麦・大豆などの戦略作物の本作化を支

援する。 

①経営所得安定対策推進事業費補助金        １０,７６９千円 

国事業である経営所得安定対策及び水田活用を推進するため、地域農業再生協

議会の活動を支援する。 

②中山間地域等直接支払交付金            １,４１１千円 等 

耕作放棄地の増加による水田の多面的機能の低下を防ぐため、協定に基づき特

定地域で農業生産活動等を行う農業者を支援する。 

・交付単価 急傾斜地 16.8 千円/10ａ 

緩傾斜地  6.4 千円/10ａ 

・交付率等 国 1/2、県 1/4、市 1/4 

 

［6.1.4 農地費］ 

(４)農業用施設管理事業（農林水産振興課） １４,０２９千円 

安定した農業生産基盤を維持するため、農業用施設の適切な維持管理を推進し、

土地改良区の体制強化を支援する。 

①施設維持管理事業                 ８,１０２千円 

②水利施設管理強化事業               ５,９２７千円 

 

［6.1.4 農地費］ 

(５)多面的機能支払交付金事業（農林水産振興課） １３１,１８６千円 

農地の多面的機能の維持・発揮を図るため、地域組織の活動を支援する。 

・実施主体 農業者等で構成される活動組織（17 団体） 

・補助率等 地域活動経費 国 1/2、県 1/4、市 1/4 

推進事業経費 定額 
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［6.1.4 農地費］ 

(６)ため池等整備事業（農林水産振興課） １０５千円 

越水などの災害を防止するため、老朽化が進む農業用ため池施設等を整備する。 

・実施主体 秋田県、潟上市ほか２自治体、馬場目川水系土地改良区 

・実施箇所 真崎堰地区（飯塚） 

・負担割合 国 55％、県 28％、市町村 10％(潟上市 0.695％）、土地改良区７％ 

 

［6.1.4 農地費］ 

(７)湛水防除事業（農林水産振興課） １２,７５６千円 

農作物の生産に悪影響を及ぼす農地の湛水被害を防ぐため、排水機場を改修する。 

①天王東地区                   １２,７００千円 

・実施主体 秋田県、潟上市、潟上市天王土地改良区 

・負担割合 国 55％、県 40％、市 2.5％、土地改良区 2.5％ 

②浜井川地区（飯塚）                   ５６千円 

・実施主体 秋田県、潟上市、井川町、井川町土地改良区 

・負担割合 国 55％、県 40％、市町 3.87％(潟上市 0.43％)、土地改良区 1.13％ 

 

［6.1.4 農地費］ 

(８)基幹水利施設ストックマネジメント事業（農林水産振興課） ６,６６０千円 

かんがい施設の適切かつ安全な揚水管理による営農の安定化を図るため、老朽化 

した用排水施設を補修・更新する。 

①八郎潟１地区                      ２３７千円 

・実施主体 秋田県、潟上市ほか６市町村、飯田川ほか９土地改良区 

・負担割合 国 50％、県 29％、市町村 12％（潟上市 0.59％）、土地改良区９％ 

②大久保白洲野地区                 ５,７７３千円 

・実施主体 秋田県、潟上市、昭和土地改良区 

・負担割合 国 55％、県 14％、市 13％、土地改良区 18％ 

  ③【新規】乱橋地区                   ６５０千円 

・実施主体 秋田県、潟上市、新城川土地改良区 

・負担割合 国 55％、県 14％、市 13％、土地改良区 18％ 
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［6.2.1 林業振興費］ 

(９)林業振興事業（農林水産振興課） ６０８千円 

市内林業の振興を図るため、林道や山林の維持管理を行う。 

 

［6.2.1 林業振興費］ 

(10)森林環境譲与税事業（農林水産振興課） １,３８２千円 

森林環境譲与税制度に基づき、林業経営の効率化と森林の管理の適正化を促進す

る。 

再造林推進事業                  １,１８２千円 等 

 カーボンニュートラルの実現を図るため、再造林の取組を支援する。 

・実施箇所 昭和豊川字上虻川地内 （下刈り） 

      昭和豊川山田字満中沢地内 （植栽） 

 

［6.2.1 林業振興費］ 

(11)鳥獣被害対策事業（農林水産振興課） １,７３８千円 

鳥獣の農林水産物被害及び人身被害を防止するため、鳥獣被害対策実施隊等の活

動を支援する。 

・実施主体 天王猟友会員及び羽城猟友会員（計 60 人） 
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［6.3.1 水産業振興費］ 

(12)水産業振興事業（農林水産振興課） ３,５８１千円 

本市の水産業振興を図るため、水産資源の確保や保全活動に向けた取組を支援す

る。 

①わかさぎ卵、うなぎ稚魚放流事業補助金        ９０２千円 

・実施主体 八郎湖増殖漁業協同組合 

・負担団体 潟上市、男鹿市、八郎潟町、井川町、三種町 

・負担割合 地区割（定額）＋組合員数割 

・放流予定 わかさぎ卵 7,000 万粒 

②種苗放流事業補助金                １,３５６千円 

・実施主体 秋田県漁業協同組合 

・負担割合 市 6/10、秋田県漁業協同組合 4/10 

・放流予定 ヒラメ 10,000 尾、トラフグ 11,200 尾 

③水産多面的機能発揮対策事業負担金          ８６３千円 等 

・実施主体 天王の風、海の森天王 

・負担割合 国 7/10、県・市 3/10 
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政策５－２ 商工業の振興 

 

［5.1.1 労働諸費］ 

(１)無料職業紹介所運営事業（商工観光振興課） ２,０６０千円 

市内企業の人材不足の解消に向けて、市民の就業場所を確保するため、「無料職

業紹介所」を開設し、市内における求職・求人のマッチングを促す。 

・開設場所 潟上市役所内 

 

［5.1.1 労働諸費］ 

(２)潟上市企業移住者雇用イベント参加支援事業（商工観光振興課） ３００千円 

市内企業における人材確保を図るため、県外での求人開拓の取組を支援する。 

・補助率等 対象経費×1/2（限度額５万円） 

 

［7.1.1 商工振興費］ 

(３)商工業者経営基盤強化事業（商工観光振興課） １０６,５００千円 

商工業者の経営基盤の強化及び経営の安定を図るため、金融機関・保証協会・市

商工会との連携のもと融資の斡旋等を行う。 

①中小企業振興融資制度預託金          １００,０００千円 

②中小企業振興融資保証料補助金           ６,５００千円 
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［7.1.1 商工振興費］ 

(４)工場等設置奨励事業（商工観光振興課） ６,５０９千円 

市外からの企業誘致を積極的に展開するため、潟上市工場等設置奨励条例に基づ

き、誘致企業への支援を行う。 

①雇用奨励金                       １,４００千円 

・補助率等 １人あたり 10 万円（潟上市民に限る）  

・限度額等 ３年間で 500 万円まで 

②【新規】雇用促進支援補助金              １,８００千円 

・補助率等 賃貸料の 1/3  

・限度額等 上限 15 万円/月   

③企業誘致推進事業                 ３,３０９千円 

・派 遣 先 秋田県企業立地事務所（東京都） 

 

［7.1.1 商工振興費］ 

(５)工業団地管理事業（商工観光振興課） ５,３２０千円 

昭和工業団地について、県の委託を受けて管理を行う。 

 

［7.1.1 商工振興費］ 

(６)商業振興事業（商工観光振興課） １２,５００千円 

商工会が行う市内商工業者の育成や経営指導、相談業務活動を支援する。 

①商工会補助金（運営費）              ９,０００千円 

②商工会補助金（ふるさと納税活用事業）        ３,５００千円 

 

［7.1.1 商工振興費］ 

(７)起業・創業支援事業（商工観光振興課） ３,２００千円 

新たな産業の育成による地域活性化を図るため、市内での創業を支援する。 

・補助率等 通 常 枠     対象経費×1/2（限度額 30 万円） 

      女性・若者枠     対象経費×1/2（限度額 50 万円） 

      移 住 者 枠     対象経費×2/3（限度額 100 万円） 
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［7.1.1 商工振興費］ 

(８)特産品等販売促進事業（商工観光振興課） １０,６２９千円 

①秋田中央地域の農産物販売や加工等の取組を促進するため、秋田中央地域地場

産品活用促進協議会の事業へ参画する。 

②【新規】特産品の開発・発信活動をするため、地域おこし協力隊を１名任用す

る。 

③市の魅力発信及び地域産業の活性化を図るため、特産品開発を行う。 

 

［7.1.1 商工振興費］ 

(９)事業所従業員育成支援事業（商工観光振興課） ２６０千円 

事業所の従業員のスキルアップや労働環境・処遇の向上を図るため、資格取得の

取組に対する支援を行う。 

・補助率等 通 常 枠 対象経費×1/3（限度額５万円） 

女性活躍応援枠 対象経費×1/2（限度額８万円） 

・補助上限 １人につき年度内１回（１資格）限り 

 

［7.1.1 商工振興費］ 

(10)中小企業等稼げる力創出事業（商工観光振興課） ２５,０００千円 

事業者の売上向上等により安定的な経営を図るため、事業再編や事業承継など 10

％以上の売上向上が見込まれる事業計画に基づく取組を支援する。 

・補助率等 単独 対象経費×1/2 以内（限度額 500 万円） 

共同 対象経費×1/2 以内（限度額 1,000 万円） 

 

［7.1.1 商工振興費］ 

(11)事業者ＩＣＴ化支援事業（商工観光振興課） ３００千円 

事業者の売上向上やキャッシュレス化に対応するため、ＩＣＴ化に向けた取組を

支援する。 

①事業者ＥＣサイト活用補助金 

・補助率等 対象経費×1/2 以内（限度額 20 万円） 

・補助上限 １事業者につき１回限り 

②事業者キャッシュレス決済導入補助金 

・補助率等 対象経費×1/2 以内（限度額 20 万円） 

・補助上限 １事業者につき１回限り 
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［7.1.1 商工振興費］ 

(12)廃止石油坑井封鎖事業（商工観光振興課）  ５５,１９１千円 

  天然ガスの放出等が続いている坑井について、周辺環境の悪化を防止するため、

破産手続きの後解散した事業者（封鎖義務者）に代わって市が坑井を封鎖する。 

・対象坑井    Ｒ94 号坑井 

・本年度実施   仮設道路設置 

・来年度以降実施 対象坑井の坑内調査、封鎖工事 

 

［7.1.1 商工振興費］ 

(13)【新規】潟上市物流事業者エネルギー価格高騰緊急支援事業（商工観光振興課） 

 ２,３４０千円 

エネルギー価格高騰などにより厳しい経営状況が続く市内物流関連事業者の負担

軽減を図るため、運営費かかり増し分の一部を支援する。 

・対 象 者 一般貨物自動車運送業者、特定貨物自動車運送事業者、 

貨物軽運送事業者 

・対象車両 13 社（234 台） 

 

 

政策５－３ 観光の振興 

 

［7.1.2 観光費］ 

(１)観光施設維持管理事業（商工観光振興課） １２７,５４７千円 

市観光施設について指定管理者制度に基づき、指定管理者（ＮＮＫ共同体及び昭

和総合開発株式会社）に管理運営を委託する。 

・指定管理施設 

   天王ふれあい交流センター(天王温泉くらら)、展望塔(天王スカイタワー)、 

農山漁村活性化施設(食菜館くらら・キラ★星館)、 

農業総合管理施設(アグリプラザ昭和)、観賞温室・花の広場、 

昭和高齢者ふれあい館、グラウンドゴルフ場            計７か所 
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［7.1.2 観光費］ 

(２)観光イベント事業（商工観光振興課） １０,６１２千円 

交流人口の増加及び地場産業の振興を図るため、市内外の観光イベント事業へ参

画し、本市の観光をＰＲする。 

  ①飯田川鷺舞まつり、八郎まつり等イベント支援     ４,０５０千円 

  ②観光協会補助金（協会運営費）            １,１５０千円  

   観光協会自主事業として行うイベント開催等の活動運営費を支援する。 

  ③潟上市観光活性化推進事業補助金           ３,０００千円 等 

   ・補助対象 ３拠点（グリーンランド、ブルーメッセあきた、ギャラリーブル

ーホール）において誘客が期待できる事業等を実施する団体 等 

 

［7.1.4 地域活性化イベント事業費］ 

(３)地域活性化イベント事業（商工観光振興課） ２２,５７０千円 

交流人口の増加及び地場産業の振興を図るため、天王グリーンランドまつりを開

催する。 

・開催予定日 令和６年８月 25 日（日） 
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政策５－４ 定住・移住の推進 

 

［2.1.16 定住・移住支援事業費］ 

(１)移住者支援事業（商工観光振興課）             １２,１０７千円 

市外からの定住・移住者を支援する。 

①移住者支援補助金                  ４,２００千円 

 中小企業等における人手不足の解消を図るため、東京圏から本市への移住を促

進する。 

・補助対象 条件不利地域以外の東京圏に在住し、東京 23 区に通勤していた

者がいる一般世帯または単身 

・限 度 額 一般世帯 100 万円 単身 60 万円 

②はじめての潟上暮らし応援助成金          ５,０００千円 

移住者の生活の早期安定を図るため、移住に伴う費用を助成する。 

・補助対象 県外から本市へ移住した世帯 

・限 度 額 １世帯あたり 10 万円 

③過疎地域定住・移住推進助成金           １,５００千円 

市内過疎地域における担い手の確保、地域活性化を図るため、過疎地域への 

移住を促進する。 

・補助対象 本市の過疎地域に移住した方のうち、次のいずれかに該当する方 

ａ)移住者支援補助金の対象者 

ｂ)はじめての潟上暮らし応援助成金の対象者 

ｃ)本人または配偶者のいずれかあるいはその両方が移住者で、 

潟上市結婚新生活支援事業補助金の対象者 

   （潟上市結婚新生活支援事業は 41 ページへ掲載） 

・限 度 額 １世帯あたり 10 万円 
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④【新規】奨学金返還助成金                        １,４０７千円 

     若者の市内回帰・定着の促進及び市内事業所の人材確保のため、県内就職者に

対する奨学金返還助成を実施する。 

    ・補助対象 ａ)大学、短大、高校等を卒業し、秋田県内の事業所に就職等し 

ている者で、奨学金を返還している者（起業、農林水産業、 

アルバイト等も対象（公務員は対象外）） 

ｂ)秋田県奨学金返還助成金（一般分）の交付を受けている者 

ｃ)潟上市に５年以上定住する意思をもって住所を有している者 

ｄ)市税等滞納がない者 

 ・限 度 額 １人あたり６万７千円 

 

［2.1.16 定住・移住支援事業費］ 

(２)移住相談イベントへの参加（商工観光振興課）  １，２７２千円 

潟上市をより多くの移住希望者に知ってもらうため、全国規模の移住イベントに

参加し、移住希望者へのＰＲや各種支援制度の紹介等の活動をする。 

・秋田県移住交流拠点施設（アキタコアベース）でのイベント開催  

３３２千円 等 

 

［2.1.6 企画振興費］ 

(３)大学生等応援事業（企画政策課） １,４０８千円 

若者のふるさと回帰、県内定着の促進、関係人口の増加を図るため、市外在住の

学生へ市の特産品等を送付する。 

 

［2.1.6 企画振興費］ 

(４)【新規】潟上さーくる事業（企画政策課） ５８１千円 

県外で暮らす潟上市出身の若者を応援するため、首都圏で交流できる場を提供し、

参加者と潟上市や市内企業をつなぐことで、関係人口の創出を図る。 
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［2.1.6 企画振興費］ 

(５)【新規】ふるさと応援大使事業（企画政策課） ３１１千円 

市の情報や特産品等を全国に宣伝し、本市の知名度とイメージの向上を図るため、

各分野で活躍している方を潟上市ふるさと応援大使として委嘱する。 
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基本目標６ 次代の人が育つ、生涯学習都市 

 

 

政策６－１ 子ども・子育て支援の充実 

 

［2.1.6 企画振興費］ 

(１)出逢い・結婚支援事業（企画政策課） ４２９千円 

結婚を望む方を応援するため、婚活セミナーの開催や「あきた結婚支援センター」

入会登録料の助成（無料化）を行う。 

 

［2.1.6 企画振興費］ 

(２)潟上市結婚新生活支援事業（企画政策課） ３,９００千円 

新婚世帯の経済的負担を軽減するため、夫婦ともに 39 歳以下かつ夫婦の合計所得

が 500 万円未満の世帯に対して、婚姻に伴う住居費等の一部を助成する。 

【地域少子化対策重点推進交付金活用事業】 

・補助対象 婚姻に伴う住宅取得費用、リフォーム費用、住宅賃借費用、 

引越費用 

・限 度 額 １世帯あたり 30 万円 

      ただし、夫婦ともに 29 歳以下の場合は１世帯あたり 60 万円 

 

［4.1.3 母子保健費］ 

(３)子育て世代包括支援センター事業（子育て応援課） ７４３千円 

子どもを安心して産み育てられる環境を整備するため、子育て世代包括支援セン

ターを運営し、妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援を行う。 

 ①妊産婦への支援体制強化事業             ２１５千円 

妊産婦サポートプランの作成や、助産師や臨床心理士等による相談対応を行う。 

②母子手帳アプリ情報発信事業              ３９６千円 

③母子手帳アプリオンライン相談事業（再掲）      １３２千円 
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［4.1.3 母子保健費］ 

(４)伴走型相談支援及び出産・子育て応援給付金の一体的実施事業（子育て応援課） 

 ２２,８０３千円 

全ての妊産婦・子育て世帯が安心して出産・子育てができる環境を整備するため、

妊娠期から出産・子育てまでの伴走型相談支援と経済的支援を一体的に行う。 

①伴走型相談支援                   ９９０千円 

妊産婦・子育て世帯を様々なニーズに応じた支援をするため、出産・育児等に

関する面談や継続的な情報発信等を行う。 

・面談時期 ａ)妊娠届出時 

 ｂ)妊娠８か月頃 

 ｃ)出生届出時 

・対 象 者 妊産婦等 

・面談方法 オンラインを含め対面が原則 

②出産・子育て応援給付金             １８,０００千円 

伴走型相談支援の実効性をより高めるために、経済的支援を一体的に行う。 

・支給額等 妊娠届出時の面談後に妊婦 1 人あたり５万円  

出生届出時の面談後に子ども 1 人あたり５万円  

③あきた出産おめでとう給付金            ３,６００千円 等 

出産・子育て応援給付金支給時に支給する。 

・支給額等 出生届出時の面談後に子ども 1 人あたり２万円 
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［3.2.1 児童福祉総務費］ 

(５)かたがみ未来子育て応援事業（子育て応援課） ３１,９５０千円 

子育て世帯のライフステージ（出生及び小・中学校入学時）に応じた支援と、在

宅の子育て家庭を応援し保育環境の充実を図るため、「かたがみ未来子育て応援

金」を給付する。 

・支給額等  

①出生児    １万円 

②新小学１年生 ２万円 

③新中学１年生 ３万円 

④【新規】在宅子育て家庭  

・育児休業給付金受給者（世帯）   月額 ５千円 

・育児休業給付金を受給していない者 月額 １万円 

（対象児童）本市に住所を有し、生後９週を超え満２歳に達する日以後の最初

の３月 31 日を迎えるまでの間の児童 

 

［3.1.3 福祉医療給付費］ 

(６)福祉医療給付事業（社会福祉課） １４１,３１０千円 

児童等の心身の健康の保持と生活の安定を図るため、高校生相当年齢までの子ど

もの医療費自己負担分を助成する。 

①福祉医療費             １３６,９２３千円 

②事務費                 ４,３８７千円 

 

［3.2.1 児童福祉総務費］ 

(７)第三期子ども・子育て支援事業計画策定事業（子育て応援課） ４,４８９千円 

子ども・子育て支援法に基づく子育て支援事業を推進するため、令和７年度から

開始となる「第三期子ども・子育て支援事業計画」を策定する。 

・計画期間 令和７年度から令和 11 年度までの５年間 

 

［3.2.1 児童福祉総務費］ 

(８)【新規】子ども食堂支援事業（子育て応援課） ３９４千円 

子どもたちが食育と地域コミュニティを通じて健やかに育つことができるよう、

市内で活動している子ども食堂の運営団体を支援する。 
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［3.2.1 児童福祉総務費］ 

(９)託児サービス事業（子育て応援課） １０５千円 

子育て期の市民が、市が主催する行事等において積極的に活動や学習ができる環

境を整備するため、託児サービスを実施する。 

 

［3.2.1 児童福祉総務費］ 

(10)子育てのための施設等利用給付事業（子育て応援課） ３,２００千円 

保護者の経済的負担を軽減するため、子ども・子育て支援法に定める施設等利用

給付認定を受けた児童の各施設利用料を補助する。 

・対象児童 

①２号認定児童 ３歳以上児で保育の必要性があると認められる世帯 

②１号認定児童 ①に該当しない世帯で未移行幼稚園を利用する世帯 

③３号認定児童 保育の必要性があると認められ、かつ非課税の世帯 

・給付対象となる経費 

①１号認定児童   未移行幼稚園使用料 

②２・３号認定児童 認可外保育施設利用料、預かり保育料、 

一時保育・病児保育利用料 等 



- 45 - 

 

［3.2.1 児童福祉総務費］ 

(11)すこやか子育て支援事業（子育て応援課） ３７,１９５千円 

未就学児童を養育する世帯の経済的負担を軽減するため、保育料等を保護者の所

得に応じて助成する。 

①保育料助成事業                ２６,９３５千円 

・事業対象 国の幼児教育・保育の無償化の対象とならない保育料 

・補 助 率 ａ）低所得世帯 1/2 その他の世帯 1/4（一定基準内所得の世帯）  

ｂ）平成 28 年 4 月 2 日以降に第 3 子以降が生まれた世帯の第 2 

子以降及び平成 30 年 4 月 2 日以降に生まれた第 2 子以降 

10/10（一定基準内所得の世帯）  

ｃ）平成 30 年 4 月 2 日以降に第 3 子以降が生まれた世帯の第 2 

子以降 1/2（所得制限あり）  

ｄ）ひとり親世帯 1/2（一定基準内所得の世帯）  

・負担割合 県 1/2、市 1/2 

②副食費助成事業                           ４,５５４千円  

・事業対象 幼稚園、保育所等を利用する３歳以上児の副食費  

・補 助 率 ａ）世帯年収に応じ 1/2 または 1/4 

（一定基準未満の所得の世帯は免除） 

ｂ）平成 28 年 4 月 2 日以降に第 3 子以降が生まれた世帯の第 2 

子以降及び平成 30 年 4 月 2 日以降に生まれた第 2 子以降 

10/10 

            ｃ）ひとり親世帯 1/2 

・負担割合 県 1/2、市 1/2 

③【拡充】給食費助成事業             ５,７０６千円 

・事業対象 幼稚園、保育所等を利用する３歳以上児の給食費 

・負担割合  市 10/10 

 

［3.2.2 母子父子福祉費］ 

(12)児童扶養手当給付事業（子育て応援課） １２０,３３１千円 

父または母と生計を同じくしていない児童の福祉の増進を図ることを目的とし、

その児童が育成される家庭の生活の安定と自立の促進に寄与するため、当該児童

について児童扶養手当を支給する。 
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［3.2.2 母子父子福祉費］ 

(13)母子父子福祉事業（子育て応援課） ９,０６９千円 

ひとり親で児童がいる家庭の安定と生活の自立を図るため、助産施設措置等様々

な事業を実施する。 

①助産施設措置費負担金                ５００千円 

・負担割合 国 1/2、県 1/4、市 1/4 

②母子生活支援施設措置費負担金           ５,２００千円 

・負担割合 国 1/2、県 1/4、市 1/4 

③母子家庭等自立支援給付金              ７４０千円 等 

・負担割合 国 3/4、市 1/4 

 

［3.2.4 保育園費］ 

(14)保育所・認定こども園運営事業（子育て応援課） ８８５,９６７千円 

就学前の乳幼児に教育及び保育を行うため、市内５か所の教育保育施設を運営す

る。 

【令和６年度実施工事】 

・天王こども園設備改修工事            １,６８３千円 

 

［3.2.4 保育園費］ 

(15)子どものための教育・保育給付事業（子育て応援課） ３９７,１５６千円 

国の子ども・子育て支援新制度に基づき、潟上市立施設以外の施設の利用に対す

る経費を支援する。 

①特定保育施設運営費負担金          １１３,７３６千円 

②特定教育施設運営費負担金           ３９,２７１千円 

③私立保育所運営委託料             ９６,３１３千円 

④特定地域型保育施設運営費負担金       １４７,８３６千円 
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［3.2.5 児童対策総務費］ 

(16)要保護児童対策事業（子育て応援課） ７,２８１千円 

児童の健やかな育成を図るため、関係機関と連携し、虐待の防止や早期発見・対

応等を行う。 

①相談員の配置（家庭児童相談員、子ども家庭支援員） ５,２６４千円 

②要保護児童対策地域協議会の運営           １３３千円 

 要保護児童に対し関係機関との情報共有を行い、対応について検討する。 

③養育支援訪問事業                  １５６千円 

④子育て支援短期利用事業（ショートステイ）      １６２千円 

⑤【新規】子育て世帯訪問支援事業          １,５２５千円 等 

虐待リスク等の高まりを未然に防ぐため、要支援・要保護児童及びその保護者、

特定妊婦等（支援を要するヤングケアラー含む）に対し、家事支援事業者が訪

問し家事の支援等を行う。 

 

［3.2.6 放課後児童健全育成費］ 

(17)放課後児童クラブ運営事業（子育て応援課） １１３,７９３千円 

放課後児童健全育成の推進のため、潟上市子ども・子育て支援事業計画に基づき、

放課後児童クラブの適正な運営を図る。 

 

［3.2.6 放課後児童健全育成費］ 

(18)放課後児童健全育成事業費補助金交付事業（子育て応援課） ３５,２７５千円 

「新・放課後子ども総合プラン」による全国的な放課後児童クラブの待機児童解

消を図る計画に基づき、市内児童の受入数増加を図るため、民間事業者に運営費

の補助を行う。 

・補助金交付事業者 満点キッズクラブ、みらいキッズ追分学童クラブ 

 

［3.2.7 地域子育て支援センター費］ 

(19)地域子育て支援センター運営事業（子育て応援課） ２０,８７３千円 

在宅育児支援や育児に関する相談、育児サークル等の支援を行うため、地域の子

育て支援の拠点となる子育て支援センターを運営する。 

 ・子育て支援センター４か所の運営 
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［3.2.7 地域子育て支援センター費］ 

(20)ファミリーサポートセンター事業（子育て応援課） ５６８千円 

安心して子どもを生み育てる環境づくりを推進し、地域全体で子育て家庭を支援

するため、ファミリーサポートセンター事業を実施する。 

・子育てサポーター養成講座、フォローアップ研修会等 

 

［3.2.8 児童手当費］ 

(21)児童手当給付事業（子育て応援課）           ３７８,１５０千円 

次世代の社会を担う子どもの健やかな育ちを応援するため、児童手当を支給する。 

・支 給 額 児童手当 ３歳未満          月額 １万５千円 

            小学校修了前        月額   １万円 

             〃（第３子以降）     月額 １万５千円 

            中学生           月額    １万円 

       特例給付               月額     ５千円 

 

［4.1.3 母子保健費］ 

(22)食育・栄養事業（子育て応援課） １８０千円 

市民一人ひとりが食について自ら考え生涯にわたり健全な食生活を実践するた

め、食育推進計画に基づき、食育・栄養事業を推進する。 

・食育まつり、親子の食育教室、【新規】離乳食教室 

 

［4.1.3 母子保健費］ 

(23)不妊・不育治療費助成事業（子育て応援課） ６,４１０千円 

不妊や不育症に悩む方の経済的・精神的負担の軽減を図るため、治療に要する費

用の助成を行う。 

・対 象 夫婦（事実婚を含む）のいずれか一方または双方が本市に住所を 

１年以上有すること 等  

 ・助成上限額 特定不妊治療費、一般不妊治療費、先進医療等不妊治療 上限なし 

不育治療費 30 万円 
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［4.1.3 母子保健費］ 

(24)妊産婦健診等事業（子育て応援課） ２０,０６１千円 

母子の健康の保持・増進のため、妊産婦健診等を受診した際の費用助成を行う。 

①妊産婦健康診査等                １９,３１３千円 

・妊婦健診 

・多胎妊婦の妊婦健診 

・子宮頸がん検診 

・産婦健康診査(１か月） 

・母乳育児相談 

・新生児聴覚検査 

②妊婦歯科健診                     ４００千円 等 
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［4.1.3 母子保健費］ 

(25)妊産婦支援事業（子育て応援課） ４,２２６千円 

安心して妊娠、出産ができるようにするため、育児サービス等の子育て支援体制

を整備する。 

①産前産後サポート事業               ３２３千円 

・妊産婦ケア事業   妊産婦を対象とした座談会とミニ講座 

・多胎妊産婦支援事業 多胎妊産婦・家庭を対象とした外出補助や家事支援 

②【拡充】産後ケア事業              ２,５２２千円 

出産後の母子に対し心身のケアやサポートを行う。 

・対 象 者 出産後１年以内で産後ケアを必要とする母子 

・自己負担 １割 

・利用上限 〈宿泊型〉７日、〈デイサービス型〉３日 

③【新規】産前産後家事ヘルパー派遣事業      １,１８６千円 

妊産婦及び乳児のいる家庭を対象に、体調が変化しやすい産前産後の育児負担

の解消を図り、子どもを産み育てやすい環境づくりを推進するため、家事支援

事業者を自宅に派遣し、家事支援を行う。 

・対 象 者 妊娠８か月から出産後６か月までの妊産婦及び生後６か月までの

乳児のいる家庭 

・自己負担 １割 

・利用上限 対象者１人につき１４回まで（１回２時間以内） 

④【新規】低所得妊婦の初回産科受診料支援事業    １００千円 等 

低所得の妊婦の経済的負担軽減を図るとともに、妊婦の状況を継続的に把握し、必

要な支援につなげるため、初回の産科受診料の費用を助成する。 

・対 象 者 住民税非課税世帯または生活保護世帯である妊婦 

・助 成 額 １回の初回産科受診につき１万円を上限 
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［4.1.3 母子保健費］ 

(26)乳幼児健診事業（子育て応援課） ７,９４９千円 

乳幼児の健やかな発育・発達を促すため、乳幼児健診を実施する。 

①乳幼児健康診査                  ５,９１０千円 

・４か月児健康診査 

・７か月児健康診査（集団方式） 

・10 か月児健康診査 

・１歳半児健康診査（集団方式） 

・２歳半児歯科健診 

・３歳半児健康診査（集団方式） 

②１歳半児・３歳児精密健康診査             ４５千円 等 

 

［4.1.3 母子保健費］ 

(27)乳幼児支援事業（子育て応援課） ５,４７１千円 

乳幼児の発達支援や育児不安を解消するため、教室や相談を実施する。 

①５歳児相談会                    ３６４千円 

②臨床心理士相談会                   ３８千円 

③未熟児養育医療給付事業              ３,３５７千円 

④フッ化物塗布費助成事業（幼児）          １,１２０千円 

⑤小児慢性特定疾病児童等日常生活用具給付費      １８０千円 

⑥乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん）     ３９５千円 等 

 

［4.1.2 予防費］ 

(28)予防接種事業（健康長寿課） ６５,３７２千円 

感染症の発生及びまん延を防止するため、予防接種の実施と予防への意識向上を

図る。 

①定期予防接種事業（【新規】五種混合等）       ５８，０５７千円 

②任意予防接種事業（ＭＲ・風しん）            ２００千円 

③その他任意予防接種事業（おたふく、インフルエンザ）  ４,８８８千円 等 
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［10.1.4 教育指導費］ 

(29)幼児教育推進体制を活用した地域の幼児教育の質向上強化事業（教育総務課） 

２,１６４千円 

小学校教育への円滑な接続など幼児教育体制の充実を図るため、教育・保育アド

バイザーによる認定こども園、保育所等への指導・助言等を実施する。 

・教育・保育アドバイザーによる訪問指導の実施 

・保育実践研修会の開催 等 

 

 

政策６－２ 学校教育の充実 

 

［10.1.4 教育指導費］ 

(１)就学相談・教育支援事業（教育総務課） １,５４４千円 

障がいのある児童生徒等に対する早期からの一貫した支援のため、教育支援アド

バイザーを配置し、相談体制の充実と幼保小中の校種間連携を推進する。 

 

［10.5.3 公民館費］ 

(２)地域学校協働活動事業（文化スポーツ課） ９４５千円 

子どもたちの学びを豊かにするため、地域の教育力を学校教育に活用し、地域全

体で教育の向上に取り組む体制づくりを推進する。 

 

［10.1.2 事務局費］ 

(３)フッ化物洗口事業（教育総務課） １,６２３千円 

児童生徒のう蝕の予防及び歯の健康増進を図るため、市内小・中学校でフッ化物

洗口を実施する。 

 

［10.1.2 事務局費］ 

(４)学校ＩＣＴ活用支援事業（教育総務課）※再掲 ６,５９３千円 

学校教育のデジタル化に対応するため、タブレット端末やデジタル教材を全ての

児童生徒が活用できる学習の推進を図る。 
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［10.1.3 外国青年招致事業費］ 

(５)外国青年招致事業（教育総務課） １３,５３４千円 

国際社会に対応できる人材づくりを目指した教育を行うため、外国語指導助手を

小・中学校に配置する。 

・配置人数 ３人（中学校区につき１人） 

・職務内容 英語指導の補助 

外国語指導助手との交流を通じた異文化理解の推進 

 

［10.1.2 事務局費、10.1.4 教育指導費、10.2.1・10.3.1 学校管理費］ 

(６)小・中学校管理運営事業（教育総務課） ３８７,４４３千円 

 児童生徒が、安全・安心で健康に学校生活を送ることができる環境を整備する。 

 【主な事業】 

①相談体制整備事業                   ２,８２０千円 

不登校やいじめ等の問題に対応するため、「心の教室相談員」や「子どもと親

の相談員」を配置し、児童生徒や保護者が相談しやすい体制を整備する。 

 ②コミュニティ・スクール事業               １,２４３千円 

学校と地域との連携・協働を図るため、学校運営協議会（コミュニティ・ス 

 クール）や地域学校協働活動を推進する。 

③学校サポーター事業                 ５,１４３千円 

教材開発や学校図書館の充実を図るため、中学校区に１名ずつ（計３名）学校

サポーターを配置する。 

④図書館支援事業                     ４,２７５千円 

生徒の読書への関心を高めるとともに、学校図書館を活用した学習が円滑に行

えるよう支援するため、中学校に１人ずつ図書館支援員を配置する。 

⑤【新規】医療的ケア児支援事業              １,５１９千円 

医療的ケアを必要とする児童の学校生活を支援するため、看護師を配置する。 

 

⑥大豊小学校スクールバス運行事業            １９,５３８千円 

豊川地区に居住する大豊小学校の児童の通学安全等を確保するため、スクール

バスを運行する。 

⑦【新規】学校統合型校務支援システム運用事業（再掲）６４,５１６千円 

学校で管理する各種名簿や教務、保健、勤怠に関する事務をシステム化するこ

とにより、セキュリティの強化と教職員の多忙軽減を図る。 



- 54 - 

 

⑧学校統合準備事業                ４,１４０千円 

天王小学校と東湖小学校の円滑な統合へ向け、必要な諸事項や課題等について

協議し、統合の推進を図る。 

⑨学校改修事業 

 ・追分小学校校舎増築事業（設計）       ３５,５７５千円 

 ・天王小学校長寿命化改良事業         ３９,５８６千円 

 ・天王中学校非常用発電機更新工事       ２９,９６４千円 

 ・天王南中学校外灯更新工事              ７４９千円 

 ・羽城中学校自動火災報知器交換工事       １,４６１千円 

  ・小・中学校机及びいす更新            ６,９２７千円 等 
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［10.1.2 事務局費、10.1.4 教育指導費、10.2.2・10.3.2 教育振興費］ 

(７)小・中学校教育振興事業（教育総務課） ６７,５１２千円 

学習指導要領に基づき、子ども一人ひとりのよさや可能性を伸ばし、たくましく、

人間性豊かな心の育成を目指した教育を行う。 

①外国語活動・教育事業               ３,８３０千円 

小学校の外国語教育の充実を図るため、外国語活動支援員を配置する。 

②要保護、準要保護児童生徒の援助         ２５,４３９千円 

  経済的理由によって義務教育を受けさせることが困難な保護者に、学用品費や

学校給食費、修学旅行費、医療費などを支給する。 

③特別支援学級児童生徒の援助            ３,１４４千円 等 

特別支援学級に在籍する児童生徒の保護者に学用品費や学校給食費などを支給

する。 

 

［10.3.2 教育振興費］ 

(８)学校教育関係補助事業（教育総務課） ５,５００千円 

部活動に係る経費や大会等への参加経費の一部を補助する。 

 ①生徒派遣費補助金                 ４,０００千円 

・生徒の保護者負担の軽減を図るため、中学校部活動の大会参加に係る経費を

補助する。 

 ②部活動振興費補助金                 １,５００千円 

・部活動の振興と強化及び保護者の負担軽減を図るため、部活動に係る経費を

補助する。 

 

［10.4.1 学校給食費］ 

(９)学校給食事業（教育総務課） １３８,７４５千円 

自校式の給食調理場の衛生的な環境整備に努めるとともに、栄養士を中心に児童

生徒の安心で安全な栄養バランスに配慮した献立づくりを推進する。 

①給食調理等業務委託              １０８,８５０千円 

②給食備品購入                   ６,１１９千円 等 
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政策６－３ 生涯学習の推進 

 

［10.5.1 社会教育総務費］ 

(１)社会教育関係団体育成支援事業（文化スポーツ課） ２,６９０千円 

社会教育団体の自主的な活動を支援するため、規模や活動割合に応じ補助金を交

付する。 

 ①芸術文化協会補助金                １,４４０千円 

 ②石川理紀之助翁検定事業補助金            ５８５千円 

③分館運営費補助金                  ２６０千円 

 

［10.5.2 生涯学習推進費、10.5.3 公民館費］ 

(２)生涯学習活動充実事業（文化スポーツ課） １０１,１８８千円 

市民が年齢に関わらず活動に参加できるようにするため、魅力ある事業の企画や

拠点施設の管理運営を行う。 

①市民センター・公民館の運営           ９９,９１６千円 

②生涯学習の推進                  １,２７２千円 

 

［10.5.5 図書館費］ 

(３)図書館管理運営事業（文化スポーツ課） ５４,３０４千円 

多くの市民が本に親しむことができるようにするため、潟上市図書館と３分館の

管理運営を行う。 

 

［10.5.5 図書館費］ 

(４)ブックスタート事業（文化スポーツ課） ７５６千円 

乳幼児期から絵本を通して親子で楽しむ時間を持ち、本に親しむことを支援する

ため、０歳児に司書等が選定した絵本を贈呈する。 
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政策６－４ 青少年の健全育成 

 

［3.2.3 児童館費］ 

(１)児童館活動運営事業（文化スポーツ課） ２４,６１６千円 

 児童の健全育成のため、児童館の管理・運営を行う。 

 

［10.5.1 社会教育総務費］ 

(２)子ども会活動支援事業（文化スポーツ課） ６６０千円 

児童生徒の健全育成のため、子ども会活動を支援する。 

 

［10.5.6 勤労青少年ホーム管理費］ 

(３)勤労青少年ホーム管理運営事業（文化スポーツ課） ３,４４４千円 

勤労青少年及び地域住民の福祉の増進と健全な育成を図るため、勤労青少年ホー

ムの管理運営を行う。 

 

 

政策６－５ スポーツ活動の推進 

 

［10.6.1 社会体育総務費］ 

(１)スポーツ団体活動支援事業（文化スポーツ課） ８９,１６８千円 

生涯スポーツの推進を図るため、各種スポーツ団体への支援やスポーツ推進委員

の育成を行う。 

・体育協会、スポーツ少年団への補助 

・スポーツによる地域活性化プロジェクト応援金 

・スポーツ推進委員活動報酬 等 

 

［10.6.2 体育振興費］ 

(２)スポーツフェスティバル（文化スポーツ課） ５,６７８千円 

運動やスポーツを通じて市民の健康増進と運動習慣の定着を図るため、スポーツ

イベントを開催する。 

 

 



- 58 - 

 

［10.6.2 体育振興費］ 

(３)各種スポーツ大会開催事業（文化スポーツ課） ２,４８５千円 

市民の健康と体力の維持・増進を図り、仲間同士のふれあいや地域住民の交流を

深めるため、各種スポーツ大会を開催する。 

 

［10.6.3 体育施設費］ 

(４)体育施設管理運営事業（文化スポーツ課） ７４,１１６千円 

生涯スポーツの拠点施設として、各体育館及び武道館、Ｂ＆Ｇ海洋センターなど

の管理運営を行う。 

 ①体育施設指定管理（６施設）           ４６,１５７千円 

 ②天王総合体育館施設改修事業            ４,３８９千円 

 ③飯田川ふれあいスポーツ会館施設改修事業（設計）  ２,５８８千円 等 

 

 

政策６－６ 芸術・文化活動の推進 

 

［10.5.3 公民館費］ 

(１)文化祭事業（文化スポーツ課） １,１００千円 

市民の芸術文化意識の高揚を図るため、公民館事業や地域のサークル活動等で学

んだことを発表する機会として、文化祭を開催する。 

 

［10.5.3 公民館費］ 

(２)芸術文化振興事業（文化スポーツ課） ３,８９１千円 

市民の芸術文化意識の高揚を図るため、潟上市市民センター「かたりあん」を拠

点とし、市民が芸術や文化に触れ、自らも発信する機会を創出する。 

・市民参加型ミュージカルの開催 

・音楽祭 等 
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［10.5.4 文化財保護費］ 

(３)文化保護事業（文化スポーツ課） １４,０１９千円 

市の文化財保護と伝統文化継承のため、文化財管理団体への補助や文化財調査等

を行う。 

 ①文化財管理団体への補助 

  ・重要無形民俗文化財東湖八坂神社祭の統人行事補助金 ２,５００千円 

・重要文化財小玉家住宅管理費補助金           ３８９千円 

 ②文化財調査事業 

・石川理紀之助翁資料調査              ３,０１５千円 

 ③郷土文化保存伝習館管理運営             ６,４９８千円 等 
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基本目標７ みんなでつくる、参画協働都市 

 

 

政策７－１ 参画・協働の推進 

 

［2.1.6 企画振興費］ 

(１)まちづくり活動支援事業（企画政策課） １５０千円 

市内のまちづくり団体等の活動を促進するため、団体等が企画・提案し自主的に

取り組むまちづくり活動に対し補助金を交付する。 

 ・補助率 対象経費の 2/3  

 ・補助額 上限５万円または 10 万円 

 

［2.1.6 企画振興費］ 

(２)自治基本条例推進事業（企画政策課） １３４千円 

市民主体のまちづくりを目指す自治基本条例の理念を浸透させるため、関係機関

と連携し、啓発活動や運用状況の把握を行う。 

・「潟上市自治基本条例の手引き」配布（小学６年生・中学３年生） 

・小中学校への出前授業の実施 

・自治基本条例推進委員会の開催 等 

 

［2.1.6 企画振興費］ 

(３)【新規】Ｚ世代による市政参画の場の創出（企画政策課） ４１５千円 

まちづくりに関し、特に関心が薄いとされるＺ世代（高校生・大学生等）の市政

参画を促し、市の課題等に対し若年層の視点による柔軟な発想を取り入れる。 

・高校生・大学生等で構成する「Ｚ世代活躍課（仮称）」の創設 
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政策７－２ 地域コミュニティの育成 

 

［2.1.9 自治振興費］ 

(１)自治振興事業（地域づくり課） ４８,０６６千円 

 地域自治活動を活性化するため、自治会やコミュニティ団体に対し、規模や活動 

割合に応じて補助金を交付する。 

①自治会活動推進費補助金             ４５,６０３千円 

②自治会長連合会活動費補助金            １,１９５千円 

③コミュニティ組織活動費補助金            ８４０千円 等 

 

［2.1.9 自治振興費］ 

(２)地域活動支援事業（地域づくり課） １,０４１千円 

地域内での共助を推進するため、冬期間除排雪作業を実施する自治会等を支援す

る。 

・小型除雪機等を貸出 

 

 

政策７－３ 人権尊重・男女共同参画の推進 

 

［2.1.6 企画振興費］                     

(１)男女共同参画推進事業（企画政策課） ２８２千円 

男女がともにあらゆる分野で活躍できる社会の実現を目指すため、拠点施設の管

理や地域の推進的役割を担う人材の養成等を行う。 

・男女共同参画センター「ウィズ」管理運営 

・あきたＦ・Ｆ推進員養成研修費の助成 等 

 

［2.1.1 一般管理費］ 

(２)人権の花運動（総務課） ３２千円 

互いに協力し合いながら花を育てることを通じて、子どもたちの豊かな人権感覚

を育成するため、市内小学校に花苗等を配布する。 
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［2.1.6 企画振興費］ 

(３)【新規】パートナーシップ制度推進（企画政策課） １１２千円 

多様性に配慮したまちづくりを推進するため、パートナーシップ宣誓証明制度の

整備を行う。 

 

 

政策７－４ 国際交流の推進 

 

［2.1.6 企画振興費、10.5.3 公民館費] 

(１)国際理解推進事業（企画政策課、文化スポーツ課） ２５０千円 

市民の国際感覚の醸成や、在住外国人支援のため、国際交流や多文化共生活動を

推進する。 

  ①市国際交流協会への活動助成              ５０千円 

②日本語教室の開催                  ２００千円 

 

［10.1.3 外国青年招致事業費］ 

(２)外国青年招致事業（教育総務課）※再掲 １３,５３４千円 

国際社会に対応できる人材づくりを目指した教育を行うため、外国語指導助手を

小・中学校に配置する。 

・配置人数 ３人（中学校区につき１人） 

・職務内容 英語指導の補助 

外国語指導助手との交流を通じた異文化理解の推進 
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政策７－５ 行政経営の推進 

 

［2.1.1 一般管理費］ 

(１)職員育成事業（総務課） １,８３２千円 

職員研修計画に基づき、専門知識や実務遂行能力を持った職員を育成するため、

自治大学校への職員派遣や各種研修を実施する。 

 

［2.1.6 企画振興費］ 

(２)行政改革推進事業（企画政策課） １３６千円 

 効率的な行政運営の確立を目指し、行財政改革を推進する。 

 ・潟上市行政改革推進大綱の進捗管理 

・行政改革推進委員会の開催 

 

［2.1.18 基金費,7.1.3 ふるさと納税事業費］ 

(３)ふるさと納税事業（商工観光振興課） １５０,００１千円 

ふるさと納税（ふるさと応援寄附金）を原資とした基金による市の振興のため、

返礼品の充実や潟上市の知名度向上、寄附者及び寄附金額の増加を図る。 

・返礼品の提供 

・広告の実施 

・ふるさと応援基金の積立 

 

［2.1.2 広報費］ 

(４)情報発信事業（企画政策課） １７,２４５千円 

市内外に向けて潟上市の魅力や行政情報を伝えるため、様々なメディア等を活用

し情報発信に取り組む。 

・広報「かたがみ」の発行 

・ホームページの運用・管理 

・公式ＹｏｕＴｕｂｅ等ＳＮＳの活用 
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［2.1.15 公共施設等管理費］ 

(５)地域集会施設等管理事業（地域づくり課） １４,１７５千円 

地域住民による地域集会施設の安心･安全な利用の継続のため、地域集会施設を適

正に管理する。 

・集会所、農村集会所、ことぶき荘及び自治会館の維持管理 

 

［2.1.15 公共施設等管理費］ 

(６)地域集会施設等整備事業（地域づくり課） ４,１９０千円 

地域集会施設等の老朽化に対応するため、公共施設等総合管理計画及び個別施設

計画に基づき、地域集会施設の整備や長寿命化改修等を行う。 

①三軒屋ことぶき荘屋根改修工事           ４,１９０千円 

 

［2.1.15 公共施設等管理費,3.2.4 保育園費］ 

(７)公共施設解体事業（地域づくり課、子育て応援課） １,９５１千円 

公共施設の適正な管理と市民の安全を図るため、老朽化した施設や集約化で廃止

した施設の解体を実施する。 

①解体前アスベスト調査 

・あかしや会館                    ５６１千円 

②解体工事設計（解体工事は補正予算計上予定） 

・旧二田保育園                  １,３９０千円 

 



- 65 - 

 

その他の事業 

 

［2.4.3 県知事選挙費］ 

(１)秋田県知事選挙（選挙管理委員会） ９,０８６千円 

令和７年４月 19 日任期満了 

 

［2.4.4 市長及び市議会議員補欠選挙費］ 

(２)市長及び市議会議員補欠選挙（選挙管理委員会） ４,６９９千円 

令和７年４月 16 日任期満了（市長） 

 

［2.1.7 出張所費］ 

(３)出張所運営事業（市民課） ８,７５９千円 

市民の利便性を確保するため、天王・追分・昭和・飯田川出張所で証明書の発行

や各種収納等を行う。 

 

［2.3.1 戸籍住民基本台帳費、4.1.5 環境衛生費］ 

(４)火葬場使用助成事業 １１,９１２千円 

市民負担の軽減と平等性を図るため、火葬場の利用に係る費用を助成する。 

①火葬場使用助成金（市民課）           １１,４８０千円 

・助成額（年齢に応じ区分あり） 

   男鹿市斎場 上限 35,000 円 

   秋田市斎場 上限 42,000 円 

    湖東地区斎場 上限 42,000 円 

②小動物火葬場使用助成金（地域づくり課）       ４３２千円 

・助成額 上限 12,000 円 

 

［4.1.5 環境衛生費］ 

(５)湖東地区行政一部事務組合負担金（地域づくり課） １２,５４６千円 

 斎場の運営管理費用を負担する。 

 

［4.1.5 環境衛生費］ 

(６)墓地公園管理事業（地域づくり課） ３,１８５千円 

 市営の墓地公園（６か所）の維持管理を行う。 


